
平成27事業年度

計　　算　　書　　類

輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社

（　第　8　期　）



(単位：百万円）

金　額 金　額

流動資産 4,007 流動負債 4,646

現金及び預金 2,258 買掛金 358

売掛金 990 リース債務 2,842

有価証券 700 未払金 284

貯蔵品 0 未払費用 17

前払費用 29 未払法人税等 53

繰延税金資産 25 未払消費税等 30

その他 2 預り金 3

前受収益 990

賞与引当金 64

その他 0

固定資産 8,447 固定負債 2,539

有形固定資産 1,432 リース債務 1,756

建物 11 長期前受収益 625

工具器具備品 28 退職給付引当金 149

リース資産 1,391 役員退職慰労引当金 7

無形固定資産 4,935

ソフトウェア 2,065

リース資産 2,563 7,185

ソフトウェア仮勘定 304

その他 2 株主資本 5,269

投資その他の資産 2,079 資本金 1,000

投資有価証券 1,999 資本剰余金 4,102

敷金及び保証金 74 資本準備金 1,502

繰延税金資産 5 その他資本剰余金 2,600

その他 0 利益剰余金 167

貸倒引当金 △0 その他利益剰余金 167

　繰越利益剰余金 167

純資産合計 5,269

資産合計 12,455 負債・純資産合計 12,455

貸　　借　　対　　照　　表

（平成28年3月31日現在）

負債合計

（純資産の部）

科　　　目

(資産の部）

科　　　目

（負債の部）



（単位：百万円）

9,355

8,611

743

484

259

0

4

5 10

90

0 90

179

8 8

0 0

187

82

3 86
100

損　　益　　計　　算　　書

（自平成27年4月1日　至平成28年3月31日）

そ の 他

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

一 般 管 理 費

有 価 証 券 利 息

支 払 利 息

売 上 原 価

そ の 他

特 別 利 益

経 常 利 益

リ ー ス 解 約 益



(単位：百万円）

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

1,000 4,102 － 4,102 66 66 5,168 5,168

資本準備金の取崩 △ 2,600 2,600 － － －

当期純利益 100 100 100 100

－ △ 2,600 2,600 － 100 100 100 100

1,000 1,502 2,600 4,102 167 167 5,269 5,269平成28年3月31日残高

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益剰余金
合計

事業年度中の変動額合計

平成27年4月1日残高

事業年度中の変動額

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
（自平成27年4月1日　至平成28年3月31日）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金



 

 

個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物           7 ～ 15年 

工具器具備品       3 ～ 15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（2 ～ 8年）に基づいております。 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職手当支給規程に基づく期末要支給額を計上しております。 



 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるコンサルティング契約については、工事進

行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額  4,002百万円 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の数  普通株式 10,000株 

 

４．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税                 5 百万円 

賞与引当金                19  

減価償却超過額              65  

退職給付引当金              32  

役員退職慰労引当金             2  

その他                   1  

繰延税金資産小計             127  

評価性引当額              △95  

繰延税金資産合計             31  

 

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成 28年法律第 13号）が平成 28年 3月 29日に国会で成立し、平成 28年 4月 1日以後に開始する事

業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の 32.20％から平成 28 年 4 月 1 日に開始する事業年度及び平成 29

年 4月 1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については 30.80％に、平成 30年 4月 1日に開

始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.57％となります。この税率変更による影響

は軽微であります。 

 

５．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については、自己資金で賄って

おります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、満期保

有目的の債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 



 

 

営業債権である買掛金は、1年以内の支払期日であり、流動性リスクを負っております。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、固定金利の契約であるため、金利の変動リスクはありません。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ）信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

営業債権については、経理規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

満期保有目的の債券は、経理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅

少であります。 

ロ）市場リスク（価格の変動リスク）の管理 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価を把握しております。 

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

手許流動性については、経理部で月次において、一定期間の資金収支見込みを作成して管理しておりま

す。 

  ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。  

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１） 現金及び預金 

（２） 売掛金 

（３） 有価証券 

（４） 投資有価証券 

2,258 

990 

700 

1,999 

2,258 

990 

700 

2,009 

－ 

－ 

－ 

9 

資産計 5,949 5,958 9 

（１） 買掛金 

（２） リース債務（１年内

返済予定を含む） 

358 

4,599 

 

358 

4,631 

 

－ 

32 

 

負債計 4,957 4,990 32 

（注）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

（１）現金及び預金、（２）売掛金、（３）有価証券 

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（４）投資有価証券 

時価については、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。 

負 債 

（１）買掛金 

短期間で決済され、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

（２）リース債務（１年内返済予定を含む） 

時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。 



 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び主要株主等                                                              （単位：百万円） 

種 類 
会社等の名称 

又は氏名 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

主要株主 財務大臣 
（被所有） 

直接 50.01％ 

当社システム

利用契約の 

締結 

使用料 

の受入 
5,148  

売 掛 金 

前受収益 

長期前受収益 

369  

236  

244  

（注）１．上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

使用料の受入については、システム開発費及びプログラム変更費等を勘案し、両者協議の上決定し

ております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額       526,965 円 82 銭 

１株当たり当期純利益額     10,096 円 49 銭 

 


	01
	02　計算書類等（頁なし）



